提出書類及び注意事項等一覧
＜　設　備　工　事　＞
山形市都市整備部建築課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｒ８．４
提出書類一覧

	区分
	書類名称
	工事打合せ簿
	部数
	提出時期　　　　　　

	
	
	添付
	発議事項
	
	

	着　工　
	工程表
	―
	―
	２部
	着工日

	
	現場代理人等指定（変更）通知書
	―
	―
	２部
	着工日

	
	下請計画報告書
	―
	―
	１部
	着工日

	
	CORINS登録内容確認書
	―
	―
	1部
	登録後速やかに

	施　工　中
	着工前工事打合せ資料
	―
	―
	指示による
	現場着手前

	
	下請変更報告書
	―
	―
	１部
	下請契約締結後

	
	総合施工計画書
	〇
	承諾
	２部
	工事着手前

	
	実施工程表（計画）
	〇
	協議
	２部
	工事着手前

	
	工種別施工計画書
	〇
	承諾
	〃
	工種別工事着手前

	
	施工体制台帳の写し
	〇
	提出
	１部
	下請契約締結後

	
	納入仕様書
	〇
	承諾
	２部
	工種別工事着手前

	
	耐震計算書
	〇
	〃
	〃
	〃

	
	施工図
	〇
	〃
	〃
	〃

	
	試験成績表
	〇
	提出
	〃
	試験終了後

	
	立会検査請求
	〇
	承諾
	〃
	立会い検査前

	
	工事打合せ簿（協議）
	〇
	協議
	〃
	協議事項がある場合

	
	休日作業届
	〇
	承諾
	〃
	２日前まで(月毎の提出可）

	
	官公庁手続き書類
	―
	―
	１部
	定められた期日まで

	中間検査
	工事写真
	―
	―
	１部
	中間下検査前

	出来形検査
	工事出来形検査請求書
	―
	―
	２部
	出来形下検査前

	
	工事写真
	―
	―
	１部
	出来形下検査前

	
	出来形調書
	〇
	提出
	２部
	出来形設計書作成のため早めの提出必要

	
	請求書
	―
	―
	１部
	出来形下検査前


	区分
	書類名称
	工事打合せ簿
	部数
	提出時期　　　　　　

	
	
	添付
	発議事項
	
	

	中間前払
	中間前金払認定請求書
	―
	―
	２部
	中間前払い認定請求時

	
	履行状況報告書
	―
	―
	２部
	〃

	
	請求書
	―
	―
	１部
	中間前払い請求時

	
	中間前払金保証書
	―
	―
	１部
	〃

	完　成　
	実施工程表（実施）
	〇
	協議
	２部
	完成日の２週間前をめど

	
	請求書
	―
	―
	１部
	完成時

	
	完成通知書
	―
	―
	２部
	〃

	
	下請結果報告書
	―
	―
	１部
	〃

	
	工事目的物引渡書
	―
	―
	２部
	〃

	
	再生資源利用実施書
再生資源利用促進実施書
	〇
	提出
	１部
	〃

	
	工事写真
	―
	―
	１部
	〃

	
	創意工夫に関する実施状況
	〇
	提出
	1部
	〃

	引渡し
	完成図
施工図
	―
	―
	２部
	引渡しまで

	
	完成図書
	―
	―
	２部
	完成検査まで


着　工　時　提　出　書　類

（１）工程表　　　　　　　　　　　　　　                        　
①　表紙
・提出年月日は、契約書の着工の日とする。（設計変更時は、変更契約締結年月日）
・工事名・工事場所・工期・受注者名等を契約書と一致させること。
・請負代金額は消費税込みの金額とする。
　　②　工程表
・表紙の着工・完成の工期を記載すること。例：◎/△着工　　〇/▽完成　
・内訳の工種（参考数量内訳書 科目別内訳 名称欄の工種）の他に、資材準備・
試験調整・清掃後片付け等の工種も記入すること。
	記載例
	工種
	10　　20　　30
	10　　20　　30

	
	資材準備
	◎/△着工■■
	

	
	清掃後片づけ
	
	■■〇/▽完成


・工提出時は様式第１号工程欄上段に記入し、下段は変更契約時に記入すること。変更契約時の記載方法は、監督職員の指示による。
（２）現場代理人等指定（変更）通知書　　　　　　　　　　　　　　
①　提出年月日は、契約書の着工の日とする。
②　工事名・工事場所は、契約書と一致させること。
③　名称において、現場代理人を指定する場合は「（変更）」とし、変更する場合は
「指定（変更）」とすること。
　　④　委任除外事項の欄は、受注者の代表が現場代理人を兼ねる場合、若しくは、現場代理人に建設工事請負契約約款第１１条第２項に定められている権限を除き、この契約に基づく受注者の一切の権限を委任する場合には空欄とするが、それ以外の場合（同約款第１１条第４項の定めにより、文書等の委任を除外する事項がある場合）は以下のとおり記載し、発注者に通知する。
『 約款に基づく文書等の提出に関する権限 』 
⑤　主任技術者、監理技術者、監理技術者補佐及び専門技術者の資格要件を証明する書類（資格者証、経歴書、監理技術者資格者証、監理技術者講習修了証 等）の写しを添付すること。
⑥　現場代理人及び主任技術者、監理技術者、監理技術者補佐の雇用関係を証明する書類の写しを添付すること。
　　（書類例）監理技術者資格者証、住民税特別税通知書
　　　　　　　健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書
　　　　　　　所属会社の雇用証明書

　　⑦　当該現場専任の監理技術者補佐を指定し監理技術者が２件までの現場を兼任する場合（専任特例２号）は、当該現場の監理技術者補佐、兼務先の工事名及び監理技術者補佐について記入すること。なお特例監理技術者の兼務先の証明書等は不要とする。

⑧　一定の条件のもとに現場代理人の常駐義務緩和と兼務を行う場合、又は監理技術者が２件までの現場を兼任する場合（専任特例１号）は、「現場代理人（常駐義務不要・別件工事兼務）承認申請書」を提出し、承認を受けること。
詳細な条件及び書式等は、「山形市建設工事請負契約約款における現場代理人常駐義務緩和の取扱い（令和７年２月）」を参照すること。
（３）下請（計画・変更・結果）報告書　　　　　　　　　　　　　　　
①　提出年月日は、契約書の着工の日とする。
②　工事名、工期、請負代金額は契約書と一致させること。
③　建設業の許可番号は、許可者から記入すること。（許可の有効期間は５年）
　　　例：山形県知事（般-30）第〇〇〇〇〇号
④　「下請業者が暴力団関係業者でないことの確認」は、下請業者が暴力団関係者でないことを確認のうえ「〇」を記入すること。
（４）工事実績情報サービス（CORINS）登録
①　以下の場合、CORINS（工事実績情報サービス）の登録が必要となるため、監督職員より内容について確認を受けた後に登録し、登録完了後、登録機関より発行される【登録内容確認書】を提出すること。
	契約金額
	受注時
	変更時
	完成時(竣工時)

	～500万円未満
	×
	×
	×

	500～2500万円未満
	○
	×
	　　×※１

	2500万円以上
	○
	○
	○


※１　受注時登録だけでは工事実績として登録されないため、工事実績情報として
登録が必要な場合は、完成時に竣工登録をすること。
②　登録は、契約締結後（変更契約共）及び工事完成後に、土・日・国民の祝日を
除く10日以内に行うこと。
着　工　前　工　事　打　合　資　料
工事契約締結後、現場に入る前に工事関係者（依頼課、施設管理者、受注者、建築課等）にて全体工事打合せを行い、仮設計画や安全管理、実施工程について確認を行う。
· 学校や公民館など施設利用者がいる建物等の改修工事の場合、事前に施設側と仮設計画や実施工程表等を協議し、着工前打合せにおいてはその確認のみとすること。
打合せ時に用意する書類は以下のとおりとし、部数は監督職員に確認すること。なお、書類作成のための調査は事前に行うこと。
主な記載事項
・次第
・工事概要
・実施工程表（各工事場所における行事等を考慮し、工程表を作成すること）
· 改修工事の場合、施設運営に影響を与える施工は日付及び影響内容を明記すること。　例）停電作業、断水作業など
・現場作業要領書（作業時間、休日等を含む）
・仮設の図面・計画書（工事看板・建設業許可・労災保険関係成立票の掲示
位置、仮囲い、現場事務所、工事車両駐車場所、資材置場・加工場所、仮設
電気･水道･トイレ 等）
・緊急時連絡表
・工事安全計画書
・その他監督職員が指示するもの
（作成例）
	着 工 前 打 合 せ
工事名：○○○新築工事
日　時：
場　所：
打合せ次第
１　開　会
２　議　題
1 出席者の自己紹介
2 工事概要の説明
3 実施工程表の説明
4 現場作業要領の説明（工事安全計画を含む）
5 仮設計画の説明
6 質疑応答
３　その他


仮　設　資　料
（１）工事看板仕様
　　  工事看板には次の事項を表示すること。
　　　   １：工事名
　　　   ２：工　　期
　　　   ３：発注者名　（山形市長と表示すること）
　　　   ４：設計者名
　　　   ５：監理者名
　　　   ６：受注者名　
· 工事看板サイズは、各社の仕様とする。
· 受注者の連絡先（本社電話番号等）の表示をすること。
· 工事看板・完成予想図（パース）パネルは、工事着工に合わせ速やかに設置すること。
· 設置にあたっては、風・雨・雪等により倒壊のないように設置すること。
（２）現場に掲げる標識
　　　　工事現場に掲げる標識は、「建設業の許可」のほか、「労災保険関係成立票」、「施工体系図」等、関連法令規則等に則り工事現場の敷地内において誰からも見られやすい場所に掲示すること。（標識のサイズは、Ｂ４又はＡ３とする）

　
　・建設業の許可票（元請のみ）
　　・労災保険関係成立票　　　
　　・施工体系図
　　・建設業退職金共済制度用適用事業主の現場標識

　　・作業主任者
　　・その他
石綿事前調査結果（A3版以上）

施 工 中 提 出 書 類

（１）下請（計画・変更・結果）報告書
①　下請業者と下請契約の締結をした場合、又は変更や追加により下請負金額が変更になった場合、若しくは設計変更があった場合、提出すること。

②　提出年月日は、変更時（下請業者と契約後、設計変更契約日）とする。

（２）総合施工計画書
　　①　総合施工計画書は、着工前打合せが終わった後、工事の着手に先立ち作成し速やかに監督職員に提出する。
　　②　総合施工計画書の内容の変更が生じた場合には、該当する書類の修正を行い監督職員に提出し、関係者への周知徹底を図るものとする

③　主な記載内容

・工事概要
・現場管理計画（組織図、電気保安技術者）
・安全衛生管理計画（組織図、対策内容）
・仮設計画（仮設計画図、養生、仮設電気、仮設水道）
・使用機器メーカーリスト（別紙参照）
・施工に必要な有資格者一覧
・提出書類計画（提出書類一覧、提出予定日）
・品質管理計画（品質確保、各種検査予定）
・写真管理計画（写真撮影箇所、撮影項目等）
・環境対策
・再生資源利用計画書（建設副産物情報システムCOBRISにて作成）
・産業廃棄物処理委託契約書の写し（運搬及び処理業者の明示）
・緊急時の連絡体制
（３）実施工程表（計画・実施）
　　　①　次頁の作成例を参考に下記のとおり提出すること。
・計画（工事着手前）
特記仕様書にもとづき現場閉所（休息日）日又は現場閉所（休息）率を記入
し提出する。
　　　　・実施（完成２週間前をめど）
　　　　　　現場閉所（休息）日又は現場閉所（休息）率の実施状況を記入し提出する。
　　　②　週休２日未達成の場合は減額変更が必要となるため、未達成の見込みの場合は、すみやかに監督職員に報告すること。
　　　③　週休２日取組の詳細は「山形市営繕工事週休２日確保工事実施要領（令和８年４月）」を参照すること。
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対象期間日数
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現場閉所（休息）

日計
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対象期間日数
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現場閉所（休息）

日計
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着

工

工

事

着

手

日

完

成

9月

33.33% 実施 10 30 33.33% 計画 9 30 30.00% 計画 10 28

7月

実施 6 24 25.00%

8月

実施 9 27 計画 35.71%

工期

実　施　工　程　表　（例）

〇〇〇〇改修工事

着工

完成

R〇/7/1

R〇/9/30 工事名

備　　考

計画

実施

計画

実施

25 28.50%

28.50% 25

82

81

30.49%

30.86%

仮設工事

撤去工事

内装工事



電気設備工事



機械設備工事

建具工事

日

曜日

全

体

工

程

月

25.00% 24 6

週休日（計画：実施）

養生・間仕切り

現場調査

内装材撤去

機器・配管撤去

機器・配線撤去

夏季休暇

床下地調整・壁補修 ライニング・天井下地

天井・床仕上げ

間仕切り

配管工事

配線工事

器具取付・調整

器具取付・調整

仮設撤去・清掃片付け

配管工事

配線工事

通期の達成状況

夏季休暇のうち３日は対象期間に

含まない。

現場に継続的に常駐した最初の日

月単位の達成状況

発注者側の都合により休日に工事を実施し

た場合は対象期間から除く。

【定義】

（１）週休２日

ア、完全週休２日 対象期間の全ての週（原則として土曜日から金曜日までの７日間）において２日以上の現場閉所（休息）

※

対象期間の日数が７日に満たない週においては当該週の土日の合計日数以上の現場閉所（休息）

イ、月単位の週休２日対象期間において全ての月で４週８休以上の現場閉所（休息）

ウ、通期の週休２日 対象期間において４週８休以上の現場閉所（休息）

（２）対象期間

工事着手日から工事完成日までの期間（年末年始休暇６日間、夏季休暇３日間、工場製作のみを実施している期間、工事全体を一時中止している期間、発注者があらかじめ対象外としている内容に該当する期間、受注者の責によらず現場作業を余儀なくされる期間等は含まない。）

（３）４週８休以上

対象期間内の現場閉所（休息）率が２８．５％（８日／２８日）以上に達する状態。ただし土日の日数の割合が２８．５％に満たない月においては、当該月の土日の合計日数以上の現場閉所（休息）

（４）現場閉所

巡回パトロール又は保守点検等の現場管理上必要な作業を行う場合を除き、現場事務所での事務作業を含めて１日を通して現場及び現場事務所が閉所された状態

R8

山形市営繕工事週休２日確保工事

降雨、降雪等による予定外の現場閉

所や猛暑による作業不能日について

も現場閉所日数に含む。

完全週休

2

日

の達成状況


（４）工種別施工計画書
①　工種別施工計画書は、総合施工計画書を参照のうえ作成し、当該工事の着工前に監督職員に提出し承諾を得ること。（承諾後に施工すること）

②　品質計画（社内検査を含む）として、一工程の施工の確認及び施工の具体的な計画を定めること。
※　品質管理者（社内検査員）は、現場代理人・主任技術者・監理技術者及び
監理技術者補佐以外の社員（有資格者）とすること。なお、該当する品質管理者（社内検査員）がいない場合は、監督職員と協議すること。
③　施工計画書の内容を変更する必要が生じた場合は、監督職員に報告するとともに、施工に支障がないよう適切な措置を講ずること。
④　主な記載内容
・使用機器、材料（JISなどの規格を記載）

・施工方法（標準仕様書の記載内容と同じ場合は省略可能）

・各種試験（試験方法、基準値を明記、使用する様式を添付）
（５）施工体制台帳の写し（建設業法第24条の8、建設業法施行規則第14条の2参照）　　
※ 資材納入、運搬業務、警備業務及び調査業務を除く、全ての下請負者が対象。　

①　下請契約の締結時及び変更時は下請金額にかかわらず施工体制台帳を作成し、
その写しを提出すること。

　　②　提出書類は以下のとおりとする。
ア 施工体系図（任意様式とする）
工事作業所災害防止協議会兼施工体系図としても可とする。

イ 施工体制台帳（任意様式とする）
発注者と受注者との契約書の写し及び主任技術者の資格証の写しの添付は不要とする。

ウ 再下請負通知書（任意様式とする）
エ 作業員名簿（任意様式とする）
建設工事に係る知識及び技術又は技能に関する資格は、当該工事に従事する者が希望しない場合は記載を要しない。
現場に従事していない作業員は、記載しないこと。（例：社員全員の記載）
　　③ 添付書類等
ア 受注者と１次下請負者との間に交わされた契約書面の写し
下請契約の種類に応じて、イ：建設工事標準下請契約約款、ロ：工事下請基本契約書と注文書等、ハ：個別下請契約約款と注文書等、ニ：その他の書面の写しを含む）の写し及び資格者証、雇用関係があることを証する書面の写しを添付すること。（２次以降も同様とする）
契約書面には、契約金額が記されていること。
　　  イ 下請負人の建設業許可証の写し
当該工事を行う上で許可証がないと工事を行えない場合にのみ、その写しを添
付すること。

　　  ウ 資格者証の写し
主任技術者資格を有することの証明書の写し又は実務経験を証明する書類及び雇用関係があることを証する書面の写しを添付すること。
専門技術者をおく場合、主任技術者資格を有することの証明書の写し又は実務経験を証明する書類を添付すること。
④ ２次以降の下請業者が、社会保険等適用除外でないにもかかわらず社会保険等未
加入建設業者である場合ことが判明した場合には、社会保険等への加入指導を行
うこと。（山形市建設工事元請・下請関係の適正化指導指針参照）

例：一人親方で、形式上は請負のような形をとっていても、実態として労働者で
あると認められる場合 等  ※社会保険への加入は、法律上の義務である。
（６）納入仕様書
　各納入仕様書をファイルに合冊する。

（７）耐震計算書
①　機器類の据付に際し、アンカーを用いる場合は、「建築設備耐震設計・施工指針」に基づいた耐震計算書を作成すること。
②　採用したアンカーの径、埋込深さ、許容応力等の仕様の分かる資料を添付すること。

（８）施工図

①　設計図書に基づき、他工種との取り合い、使い易さ、見栄え等を十分に打合わせ検討し、速やかに作成すること

②　新築及び増築工事においては、必要に応じて全工種の機器及び器具を記載したプロット図を作成すること。
③　非常照明の照度、非常放送用スピーカーの効果範囲、自動火災報知設備感知　　　器の吹出し口からの離隔等の法定基準を点線の円を描いたりすることで、関係法令を満足していることが判別できるように施工図に工夫を施すこと。
（９）試験成績表

①　工種別施工要領書に基づき試験を行い、試験完了後すみやかに提出する。
②　試験日、試験者、試験結果を記載すること。
（１０）立会検査請求

①　監督員による材料及び施工状況の検査については、『工事打合せ簿』に検査日、　　時間を記入し提出する。但し週間工程表等に記入し提出している場合は、省略できるものとする。
②　検査対象については『特記確認検査区分』を参照すること。
③　材料検査について

・対象機器は主要な機材とし、一般的な資材（配線や配管などのJIS規格品などは施工計画書に明記することで省略可能とする。

・工場試験報告書がある場合は検査時に用意すること。

④　施工状況の検査について

・該当箇所の施工図を用意すること。
（１１）工事打合せ簿（協議）
　設計図書を照査し、現場と異なるなど疑義が生じた場合は、工事打合せ簿にて協議を行う。その際は現場写真、簡易図面等を添付し、協議内容を分かりやすく示すこと。
（１２）休日作業届
　原則として、土曜日・日曜日・国民の祝日は作業を行わない。但し、やむを得ず休日や時間外に作業を行う場合は、監督職員から承諾を得ること。
（１３）官公庁手続き書類

①　工事の施工に必要な官公庁その他への手続き代行は速やかに行う。
②　申請書類は、官公庁その他への提出前に必要事項を記入し添付書類を添え監督職員に提出し、確認をうけたのちに手続きを行うこと。
施　工　中　確　認　書　類
※施工中及び下検査、中間検査、完成検査の際に確認する主な書類を以下に示す。

以下の書類は確認のみとなるので、提出は不要である。

（１）建設業退職金共済制度の加入記録
①　元請及び下請負人が建設業退職金共済制度に加入している場合、以下の書類を確認する。

　　・出面帳、証紙の預払簿、下請業者からの証紙請求書及び領収書などの写し

・別の退職金制度に加入している場合、理由を書類に記載したものの写し
（２）施工の記録

　　　①　工事日報（KY・TBM活動などと共に記載でも可）

②　作業員の休日の確保の記録（工事日報でも確認可能）

③　下請施工分の完成検査の実施（工事日報への記載など）

　　　④　隣接工事との安全管理等の打合せ記録

（隣接工事とは同一の施工現場を有する別工事のこと）
（３）安全活動の記録
　　　①　災害防止協議会等の活動記録（下請契約がある場合）

　　　②　新規入場者教育

　　　③　安全巡視、ＴＢＭ、ＫＹ活動
　　　④　過積載防止への取り組みの記録


　　（重量機器、土砂の重量と搬入用トラックの最大積載量の比較表など）

　　　⑤　使用重機等の点検整備記録

　　　⑥　重機械操作で、誘導員配置や重機と人との行動範囲の分離

　　　⑦　山留め、仮締切等の設置後の点検及び管理

　　　⑧　足場や支保工の組立完了時や使用中の点検及び管理のチェックリスト

（４）火災保険等について
　　　①　契約約款第59条に基づき、火災保険、建設工事保険その他の保険（これに準
ずるものを含む）に付さなければならない。
　　　②　保険契約を締結したときは、その証券又はこれに代わるものを、監督員へ提示
すること。
中間検査時提出書類
（１）工事写真                           　　　　　　　　　　　 

　　①　中間検査対象となる工事範囲について工事写真を作成する。
②　作成方法は完成時提出書類の工事写真の項目を参照のこと。

出来形検査時提出書類
（１）工事出来形検査請求書　　　　　　　　                 　   
　　①　提出年月日は、出来形完成の日とする。
　　②　出来形完成年月日は、出来形完成の日とする。
（２）工事写真　　　　　　　　　　　　　　            　    　　 
    ①　完成時提出の工事写真に準じるものとする。
（３）出来形調書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　 
①　監督員の指示による。
　　②　出来高請負金額の算定根拠となるため、内容は監督職員と協議すること。
（４）請求書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　 　 
　　①　請求金額は、工事出来形検査通知書の請求可能額内とする。
②　請求年月日は、空欄とする。
③　前払金がある場合は、請求書下欄に請負金額・前払金額・領収年月日を記入
すること。前払金のない場合でも、請求書下面に請負金額を記入すること。
中 間 前 金 払 時 提 出 書 類
· 対象となる工事

・請負代金額が１３０万円以上の工事
· 請求が可能な額

・請負代金額の１０分の２以内の額（万円単位）。ただし、支払いを受けた前払
い金の額との合算額は、請負代金額の１０分の６を超えることが出来ない。
· 請求の要件

①　工期の２分の１を経過していること。
②　工程表により、工期の２分の１を経過するまでに実施すべき当該工事の作業
が行われていること。
　　　 ③　既に行われた当該工に係る作業に要する経費が、請負代金額の２分の１以上の額に相当すること。

（１）中間前金払認定請求書　　　　　　　　　                      
　　　　提出年月日は、記入しないこと。
（２）履行状況報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　①　提出年月日及び日付は、記入しないこと。

　　②　実施工程表を添付すること。

※ マスター工程表（出来高曲線有）に、実施出来高曲線を朱書きで記入すること。
（３）請求書（山形市様式）　　　　　　　　　　　　　          　
①　請求金額は、請求可能額内とする。
②　請求年月日は、記入しないこと。
③　請求書下欄に請負代金額・前払金額・領収年月日を記入すること。
（４）中間前払金保証書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　①　保証事業会社と保証契約を締結し、その保証証書を発注者に寄託すること。
完　成　時　提　出　書　類
（１）請求書（山形市様式）                                  
①　受注者の住所・氏名・工事名・押印（押印省略可）を契約書と一致させること。
　　押印を省略する場合は、請求書発行の責任者及び担当者の所属、職氏名及び連絡先を記入すること。代表者と責任者、担当者が同一の場合は「同上」と記入すること。

②　請求金額は誤りの無いようにし、金額の最初に｢￥｣を記入すること。
③　請求年月日は記入しないこと。
④　前払金等を受領した場合は、請求書下欄に領収額及び領収年月日を記入すること。
　　⑤　請負代金額の変更契約を結んだ場合は、変更金額を記入すること。
　　⑥　振込口座を登録している場合は、「カナ口座名義・金融機関名・口座番号」の欄は、空欄とすること。
（２）完成通知書 　                      　　     
①　提出年月日・工事完成の年月日は、工事完成の日とする。
②　工事名・工事場所・請負代金額・工期を契約書と一致させること。
（３）下請（計画・変更・結果）報告書
①　提出年月日は、工事完成の日とする。
②　工事名・工事場所・請負代金額・工期を契約書と一致させること。

③　下請 計画・変更 報告書に準じ、作成すること。
－１７－
（４）工事目的物引渡書                                        　
①　提出年月日は、記入しないこと。
②　工事名・工事場所・請負代金額・工期を契約書と一致させること。
③　工事完成年月日は、工事が完成した年月日とする。
（５）再生資源利用実施書及び再生資源利用促進実施書
· 建設副産物情報交換システム（COBRIS）に再生資源の利用及び建設副産物の搬出量等の工事情報を登録し、工事完成時に「工事登録証明書」と合わせて「再生資源利用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」を提出すること。
（建設副産物情報センター：http://www.recycle.jacic.or.jp/）
（６）工事写真　　　　　　　　　　                            
	No
	名　　称
	備　　　　考

	１
	表紙
	現場代理人氏名及び受注者名を記入

	２
	共通仮設
	工事看板などの掲示物、現場事務所ほか
安全管理状況（TBM・KY、災害防止協議会、安全巡視等）

	３
	資材
	参考数量内訳書の細目順に整理

	４
	施工状況
	施工の順番通りに整理
記事欄に寸法等の設計基準値と実施測定値を記載

	５
	各種試験
	記事欄に基準値と測定値を記載

	６
	各種検査状況
	監督職員の各種立会い状況写真
社内検査等の品質管理状況の写真
上下水道部、消防本部、建築主事等の検査状況

	７
	発生材処分
	発生材運搬状況及び処理場看板の写真
記事欄に処分場名、処分場の住所を記載

	８
	完成時写真
	主たる工事目的物の完成状況が分かるもの


　　①　黒板には受注者名、撮影年月日を記入すること。
②　工事写真の整理において、特に注意して撮影・寸法等記入するべき事項
・ アンカーの打設状況（アンカーの径、埋設深さなどが確認できること）
・ スリーブ間の離隔・位置等の構造体の耐震性に影響する場所
・ 高所・不可視部分等の検査時に確認不可能となる場所
・ 防火区画貫通処理の施工状況（規定寸法、国交省大臣認定）
・ 基礎配筋の間隔、コンクリート被り厚さ
・ 埋設配管周囲のサンドクッションの厚さ100mmの確認状況
・ 塗装工事の塗り回数
（７）創意工夫に関する実施状況　　
①　工事評定において評価を希望する場合は提出すること。
②　工事打合せ簿に表紙(別添)と説明資料(別添)を添付し提出すること。
③　施工関係、品質管理、安全衛生関係、施工管理関係等について、該当するものの
資料を添付すること。
　　④　具体的な内容の説明として、写真・ポンチ絵等の説明資料を添付すること。
※ 提出された創意工夫についてその内容を監督職員が精査し、評価されると判断された場合のみ、評価の対象とする。
（８）検査手直し指摘事項報告書
各種検査終了後速やかに提出すること。

引渡し時提出書類
（１）　完成図
①　設計図を完成図とし、図面データは監督職員が提供するものを使用する。
②　製本サイズは監督職員の指示による。
③　枚数が少ない場合は、（３）の「完成図書」と一緒に綴る。
（２）　施工図

①　製本サイズは監督職員の指示による。
②　枚数が少ない場合は、（３）の「完成図書」と一緒に綴る。
（３）　完成図書（Ａ４判）　
①　ファイルは黒表紙金文字の製本（ビス止め、バインダー式）もしくはパイ
プ式ファイル（キングファイル等）とし、設計図の工事仕様書の記載による。
②　目次、インデックスにより、見やすいように作成する。
③　完成図書の内容は下記のほか、監督職員の指示による。
	No
	名　　称
	備　　　　考

	１
	完成図
	完成図の枚数が少ない場合

	２
	施工図
	施工図の枚数が少ない場合

	３
	機器完成図
	機器類の納入仕様書

	４
	機器取扱説明書
	

	５
	各種試験成績表
	

	６
	官公庁手続き書類
	１部はコピーでも可

	７
	保証書
	

	８
	付属品・予備品リスト
	

	９
	マニフェストＥ票の写し
	

	10
	その他必要な書類
	


（４）引渡し書類の表紙・背表紙

	完　成　図
（施工図）
（完成図書）
工事名　　　　　　　　　　
　工期　　着工
　完成
受注者

	
	完
成
図
工
事
名
受
注
者


工　　程　　表
令和　　年　　月　　日
（宛先）山形市長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	受注者　住所又は所在地
　　　　氏名又は名称及び代表者氏名
　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
下記の工事について、別紙のとおり提出いたします。
記
１　工事名
２　工事場所
３　工期　　　　着　　工　　　令和　　  年　　　　月　　　　日
完　　成　　　令和　　  年　　　　月　　　　日
４　請 負 代 金 額　　　　　　　　     　　　　　　　　　　　　　　　 円
５　契約締結年月日　　　　              令和　  　年　　　　月　　　　日
６　その他
	工程表

	日　　程
工　　種
	  年  月
10　20　30
	  年  月
10　20　30
	  年  月
10　20　30
	  年  月
10　20　30

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


第４号様式（現場代理人等指定（変更）通知書）
	現場代理人等指定（変更）通知書

	年　　月　　日　
（宛先）山形市長
受注者　　　　
住所又は所在地
氏名又は名称及び代表者氏名
　下記のとおり現場代理人等を指定（変更）したので通知します。
記

	工事名
	　

	工事場所
	　

	現場代理人
	専門技術者

	氏　　名
生年月日
	年　　月　　日

	氏　　名
生年月日
	年　　月　　日


	〔専任〕　主任技術者・監理技術者

	氏　　名
生年月日
	年　　月　　日

	資格名・
合格番号
	監理技術者資格者証
交付番号

	
	
	
	

	監理技術者補佐

	氏　　名
生年月日
	年　　月　　日

	資格名・
合格番号
	

	監理技術者
兼務先
	工事名
	　

	
	監理技術者補佐氏名
	　

	委任除外事項
	約款に基づく文書等の提出に関する権限


備考　１ 氏名には、フリガナを付すこと。
２ 主任技術者・監理技術者は、該当する方を○で囲むこと。また、建設業法第２６条第３項本文の建設工事により主任技術者又は監理技術者を専任で配置する場合は、専任を○で囲むこと。
３ 「委任除外事項」の欄には、受注者の権限のうち、現場代理人等に委任しないものがある場合に、その内容を記載すること。
４ 主任技術者又は監理技術者は、原則として建設業法上の営業所の専任技術者でない者を記載すること。
５ 現場代理人及び監理技術者等と受注者との雇用関係が確認できる書類（健康保険被保険者証等の写し）を添付すること。
※記載例
経　　歴　　書
フ　リ　ガ　ナ
１　氏名　　
　　　　　　　　
２　生年月日　　
　　　　　　　
３　本籍地　　
　
　　
４　保有資格等
　　
　　                          　　　
５　主な経歴　　　      　年　　月  ○○○○○○ 入社  
年　　月～　　年　　月　　　ヶ月
　　　　　  ○○○新築工事  ＲＣ　階  延　　㎡
年　　月～　　年　　月　　　ヶ月
　　　　　  ○○増築工事  ＳＲＣ　階  延　　㎡
年　　月～　　年　　月　　　ヶ月
　　　　　  ○○○新築工事    Ｓ　階  延　　㎡
合計　　　　　年　　ヶ月
· 合計年月は、入社から現在までの期間ではなく、経歴の工期合計を記入する。
 令和    年     月      日    
　　
上記のとおり相違ありません。
受　注　者　　住所又は所在地
氏名又は名称及び代表者氏名
                                               　　
様式第１号
下請（計画・変更・結果）報告書
　　　年　　　月　　　日
（宛先）山形市長
住　　　所
受注者名
代表者氏名
１　工事名

２　工　　期

３　請負金額

建設工事請負契約約款第８条に基づき、下記のとおり報告します。
≪該当する番号又は項目に○印を付してください≫
１　下請計画（契約時）、変更報告（変更時）
上記工事の施工にあたっては、その工事の一部を、
ア　他の建設業者に請け負わせることなく、すべて当社で施工します。
イ　他の建設業者に請け負わせます。（別添「下請業者一覧表」のとおり）
２　下請結果報告（工事完成時）
上記工事の施工については、その工事の一部を、
ア　他の建設業者に請け負わせることなく、すべて当社で施工しました。
イ　他の建設業者に請け負わせました。（別添「下請業者一覧表」のとおり）
様式第２号
下請業者一覧表
	工　事　名
	
	
	受注者名
	


　　
	工事内容
	下請業者名
	許可の
有無
	許可番号※１
	許可業種
	社会保険関係加入状況※２
	下請業者が暴力団関係業者でないことの確認※３
	下請契約

締　結

年月日
	下　請

契約書

の種類

※４
	下請金額
(うち消費税額)
	建設業

退職金

共済証紙交付枚数
	下請工事完了検査年月日

(予定)
	下請代金

支払条件
(年月日)
	支払代金の

現金・手形

の　割　合
	手形

決済

期間

	
	
	
	
	
	健康保険
	厚生年金
	雇用保険
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	現金
	手形
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	枚
	
	
	%
	%
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	下請契約合計額
（うち消費税額）※５
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※１　建設業の許可を受けていない業者である場合は、「許可番号」は斜線とすること。

※２　各項目について、下請業者から保険担当部局の領収書又は配置技術者の保険証により確認のうえ、次のいずれかを記載すること。

　　加入している場合･･･「加入」、　未加入の場合･･･「未加入」、　従業者規模等により保険適用が除外されている場合･･･「適用除外」

※３　「下請業者が暴力団関係業者でないことの確認」の欄には、下請業者が暴力団関係業者でないことを確認のうえ、「○」を記入すること。
※４　次のとおり契約書の種類に応じてイ、ロ、ハ、ニのいずれかを記載すること

　イ･･･建設工事標準下請契約約款　　ロ･･･工事下請基本契約書と注文書等　　ハ･･･個別工事下請契約約款と注文書等　　ニ･･･その他

※５下請契約合計欄には、下記の金額の合計額を記入すること。

・一度提出した内容に変更があったとき（新たに下請契約を締結した場合、変更契約した場合、工事完了検査日時が決定した場合等）遅滞なく当該変更があった年月日を付記して再度提出のこと。

様式外１（工事打合せ簿）
工　事　打　合　せ　簿
	発 議 者
	□ 発注者　　　□ 受注者
	発議年月日
	令和　　年　　月　　日

	発議事項
	□指示　□協議　□通知　□承諾　□提出　□届出　□その他（　　　）　

	工 事 名
	　

	（内容）
　　　
　　　
　　　
　　　
　　　
　　　
　　　
　　　
添付図　　　葉、 その他添付図


	処理
・回答
	発注者
	上記について　□指示・□承諾・□協議・□通知・□受理　します。
□その他（　　　）
令和　　年　　月　　日


	
	受注者
	上記について　□了解・□協議・□提出・□報告・□届出　します。
□その他（　　　）
令和　　年　　月　　日



	
	総　括
監督員
	監督員
	
	現　場
代理人
	主任（監理）技術者
（監理技術者補佐）

	
	
	
	
	
	


様式外１（工事打合せ簿）
工　事　打　合　せ　簿
	発 議 者
	□発注者　□監理者　□受注者
	発議年月日
	令和　　年　　月　　日

	発議事項
	□指示　□協議　□通知　□承諾　□提出　□届出　□その他（　　　）

	工 事 名
	

	（内容）
　　　
　　　
　　　
　　　
　　　
　　　
　　　
　　　　
添付図　　　葉、 その他添付図


	処理
・回答
	発注者
	上記について　□指示・□承諾・□協議・□通知・□受理　します。
□その他（　　　　）
令和　　年　　月　　日


	
	監理者
	上記について　□指示・□承諾・□協議・□通知・□受理　します。
□その他（　　　　）
令和　　年　　月　　日


	
	受注者
	上記について　□了解・□協議・□提出・□報告・□届出　します。
□その他（　　　　）
令和　　年　　月　　日



	発注者
	
	監理者
	
	受注者

	総　括
監督員
	監督員
	
	管　理
技術者
	主　任
技術者
	
	現　場
代理人
	主任(監理)技術者（監理技術者補佐）

	
	
	
	
	
	
	
	


※施工計画書添付書類
使用機器メーカーリスト表
	品名
	メーカー
	代理店
	住所
	電話番号
	担当者

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


	完　成　通　知　書

	年　　月　　日　
（宛先）山形市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者
　住所又は所在地
氏名又は名称及び代表者　氏　　名
下記工事が完成したので通知します。
記


	工事名
	　

	工事場所
	　

	請負代金額
	　￥

	工期
	年　　　月　　　日
年　　　月　　　日

	工事完成の
年月日
	年　　　月　　　日　

	検査年月日
	※　　　　 年　　　月　　　日　

	検査員
	·    職
氏名　　　　　　　　　　　　


	摘要
	


備考
１　本書は正副２通を提出し、検査完了後１通は受注者に交付すること。
２　※印欄は、発注者において記入すること。

	工　事　目　的　物　引　渡　書

	年　　月　　日
（宛先）山形市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　 受注者　
住所又は所在地
氏名又は名称及び代表者　氏　　名
下記工事目的物を引き渡しします。
記


	工事名
	　

	工事場所
	　

	請負代金額
	　￥

	工期
	年　　　　月　　　　日から
年　　　　月　　　　日まで

	工事完成年月日
	                  年        月        日

	上記の工事目的物を引受けました。
年　　　月　　　日
山形市長　　　　　　　　　　　　　　



備考　　本書は正副２通を提出し、引渡完了後１通は受注者に交付すること。
	工 事 出 来 形 検 査 請 求 書

	年　　月　　日　
（宛先）山形市長

	                                 受注者　住所又は所在地
                                      　　　　　　
                                         氏名又は名称及び代表者氏名


	下記工事について検査されるよう請求します。
記

	工事名
	　

	工事場所
	　

	請負代金額
	　￥

	工期
	年　　　月　　　日から
年　　　月　　　日まで

	契約締結年月日
	  　　　　 年　　　月　　　日

	出来形完成年月日
	           年      月      日


様式第１号

	中 間 前 金 払 認 定 請 求 書

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　（宛先）山形市長

　　　　　　　　　　　　　受注者

　　　　　　　　　　　　　住所又は所在地

　　　　　　　　氏名又は名称及び代表者　氏　　名
　下記の工事について、中間前金払に関する認定を請求します。

記



	工事名
	　

	工事場所
	　

	請負代金額
	　￥

	中間前払金額
	　￥

	工期
	　　　　　年　　月　　日から

　　　　　年　　月　　日まで

	契約締結年月日
	　　　　　年　　月　　日


様式第２号

　　年　　月　　日

	履　行　状　況　報　告　書

	工　　事　　名
	　

	工　　　　　期
	　　　　　年　　月　　日から

　　　　　年　　月　　日まで

	受　　注　　者
	　

	日　　　　　付
	　　　　　年　　月　　日

	実施工程（％）
	　

	（記　事　欄）


備考　１　実施工程は、当該報告日までの出来高比率の累計を記入すること。

　　　２　実施工程の算出資料として、実施工程表（出来高曲線を記入のこと）を添付すること。

工事写真（表紙）　　　
	令和　　年度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事　工事写真 
一部完成検査、 出来形検査、 中間検査
月　日
回
検査種別
検　 査 　員
職・氏名
総括監督員
職・氏名
監　 督　 員
職・氏名
現場代理人
氏名
月 　日
月 　日
月 　日
月 　日
月 　日
完　 成　 検　 査
月　日
検　 査 　員
職・氏名
総括監督員
職・氏名
監　 督　 員
職・氏名
現場代理人
氏名
月 　日
事務所名　　　　建築課　　　　　　　　　　　　受注者　　　　　　　　　　　　　　　　　



注　１．工事写真は、本表紙様式により全工種を一括綴りとし、インデックス等により、検査毎に仕分けし、更に工種毎に細仕分けするものとする。
　　２．工事写真は、検査のつど監督員に提出するものとする。
工事写真（表紙）
	令和　　年度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事　工事写真 
一部完成検査、 出来形検査、 中間検査
月　日
回
検査種別
検　 査 　員
職・氏名
総括監督員
職・氏名
監　 督　 員
職・氏名
現場代理人
氏名
月 　日
月 　日
月 　日
完　 成　 検　 査
月　日
検　 査 　員
職・氏名
総括監督員
職・氏名
監　 督　 員
職・氏名
現場代理人
氏名
月  日
事務所名　　　　建築課　　　　　　　　受注者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


注　１．工事写真は、本表紙様式により全工種を一括綴りとし、インデックス等により、検査毎に仕分け　
　　　し、更に工種毎に細仕分けするものとする。
　　２．工事写真は、検査のつど監督員に提出するものとする。
	
	監
	理
	受注者　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	完　成　検　査
	一部完成検査、
	出来形検査、　中間検査

	
	氏　名
	
	氏　名

	管理技術者

	
	回
	管理技術者
主任技術者

	主任技術者

	
	回
	管理技術者
主任技術者



	工事番号

	※


完成下検査手直し指摘事項報告書
年　　　月　　　日
　（宛先）山形市長
	受注者
　住所又は所在地
　氏名又は名称及び代表者　氏　　名　　　　　



工事名　　
工事場所　　
工期　　着工　　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　完成　　　　年　　　月　　　日
工事完成の日　　　　　　　　年　　　月　　　日
　上記工事の完成下検査において、下記事項の手直しが指摘されましたので、期限まで完了いたします。
記
手直し事項　　　　　別紙のとおり
手直し完了期限　　　　　年　　月　　日
No.
	No、
	場　所
	手　直　し　指　摘　事　項
	確　認

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	工事番号

	※


完成検査手直し指摘事項報告書
年　　　月　　　日
　
（宛先）山形市長
	受注者
　住所又は所在地
　氏名又は名称及び代表者　氏　　名　



工事名　　
工事場所　　
工期
着　工
　　　年
月
日

完　成
　　　年
月
日
工事完成の日　　　　　　　　　年　　　　月　　　日
上記工事の完成検査において、下記事項の手直しが指摘されましたので、期限まで完了いたします。
記
手直し事項
　　別紙のとおり
手直し完了期限
　　年　　月　　日
No.
	No、
	場　所
	手　直　し　指　摘　事　項
	確　認

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


	
	
	
	
	
	
	

	工事特性・創意工夫・社会性等に関する実施状況

	工　事　名
	　
	受注者名
	　

	項　　　目
	評　価　内　容
	備　　　　　考

	□
	工事特性
	□
	施工規模
	　

	工事全体を通して他の類似工事に比べて特異な技術力
	□
	構造物固有
	複雑な形状の構造物
既設構造物の補強、特殊な撤去工事

	
	　
	
	

	
	□
	技術固有
	特殊な工法及び工法
新工法（機器類を含む）及び新材料の適用

	
	　
	
	

	
	□
	自然・地盤条件
	湧き水･地下水の影響
軟弱地盤、支持地盤の状況
制約の厳しい工事用道路・作業スペース等
気象現象の影響
地滑り、急流河川、潮流等、動植物等

	
	　
	　
	

	
	□
	周辺環境等社会条件
	埋設物等の地中内の作業障害物
鉄道・供用中の道路・建築物等の近接施工
騒音・振動・水質汚濁等環境対策
作業スペース制約・現道上の交通規制
廃棄物処理

	
	　
	
	

	
	□
	現場での対応
	災害等での臨機の処置
災害状況（条件）の変化への対応

	
	
	
	

	
	□
	その他
	　

	□
	創意工夫
	□
	準備・後片付け
	　

	「工事特性」で評価するほどでない工夫
	□
	施工関係
	施工に伴う機械、器具、工具、装置類
二次製品、代替製品の利用
施工方法の工夫
施工環境の改善
仮設計画の工夫
施工管理、品質管理の工夫

	
	　
	　
	

	
	□
	品質管理
	　

	
	□
	安全衛生関係
	安全施設・仮設備の配慮
安全教育・講習会・パトロールの工夫
作業環境の改善
交通事故防止の工夫

	
	　
	　
	

	
	□
	施工管理関係
	　

	
	□
	その他
	　

	□
	社会性等
	□
	地域への貢献等
	地域の自然環境保全、動植物の保護
現場環境の地域への調和
地域住民とのコミュニケーション
ボランティア等の実施

	地域社会や住民に対する貢献
	　
	　
	

	１．該当する項目の□にレマーク記入。
	
	
	
	

	２．具体的内容の説明として、写真・ポンチ絵等を説明資料に整理。
	
	
	

	
	
	
	

	工事特性・創意工夫・社会性等に関する実施状況（説明資料）

	工　 事　 名
	
	／

	項　　   　目
	
	評 価 内 容
	　

	提 案 内 容
	

	（説　明）
	
	　
	　
	　

	
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	（添付図）
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	説明資料は簡潔に作成するものとし、必要に応じて別葉とする。
	
	



